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1951（昭和 26）年には 23,184 館が全国に設置された。しかし、実際
には「既設の学校、役場、農協事務所、神社社務所に併設している状況」

































年　度 実施機関 開設場所 指導者
学　校 教　委 公民館 その他 学　校 公民館 その他 教職員 公務員 その他
昭和 27 8.3 40.6 47.5 3.5 63.4 30.6 6.0 56.5 20.7 22.8
昭和 30 － － － － 58.4 34.5 7.0 64.2 15.2 20.6
昭和 31 18.6 18.5 62.2 0.7 56.3 37.6 6.1 － － －
文部省社会教育局　昭和 29・31・32 年度『社会教育の現状』による
表３　青年学級実施状況
調査年月 市町村数 公民館数（総数の中の分館数） 専任（常勤）職員 兼任（非常勤）職員
昭和 26.5 10,204 23,184（分館 16,585） 3,680（専任率 15.9％） 23,983
昭和 30.9 4,833 35,343（分館 27,366） 5,777（専任率 16.3％） 68,769
昭和 35.9 3,534 20,190（分館 12,465） 6,830（専任率 33.8％） 18,072
『公民館月報』35 号（1951）、文部省社会教育局『社会教育 10 年の歩み』、
『社会教育調査報告書・昭和 35 年度』（1960）による。
